
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「かながわ地球温暖化対策大賞」は、平成21年７月に制定した神奈川県地球温暖化対策推進条例

（平成21年神奈川県条例第57号）に基づいて、温室効果ガスの削減に具体的に寄与する優れた地球

温暖化対策の取組みをされた、企業、団体、その他の法人及び個人の方を表彰するもので、今回が

第１回の表彰となります。 

 

 

 

 

 

【表彰の対象】 
県内に事業所を有する企業、団体、その他の法人及び県内に在住又は在勤する個人であって、次の

２つの部門のいずれかに該当する方が対象となります。 

１ 温室効果ガス削減実績部門 

事業活動の実施や建築物の新築等において、他の模範となる特に優れた取組みや先進的な取

組みを行い、温室効果ガスの顕著な削減の実績を挙げた方、または今後確実に期待できる方が

対象となります。 

２ 温室効果ガス削減技術開発部門 

地球温暖化対策技術の開発・製品化や、温室効果ガスの排出がより少ない製品やサービスの

開発・提供に関して特に優れた取組みを行い、他者の温室効果ガスの削減への寄与の実績を挙

げた方、または今後確実に期待できる方が対象となります。 

 
 
 

 

平成22年度の「第１回 かながわ地球温暖化対策大賞」は、平成22年９月１日から11月30日まで

公募を行い、合計26件の応募をいただきました。平成23年１月21日に開催した「かながわ地球温暖

化対策大賞審査会」（委員長：高村淑彦東京電機大学工学部教授）の審査を経て、温室効果ガス削

減実績部門10者、温室効果ガス削減技術開発部門５者の計15者を受賞者として決定しました。 

 

 

神奈川県 環境農政局 環境部 地球温暖化対策課 地球温暖化対策グループ 
〒231-8588 横浜市中区日本大通１   電 話：045-210-4076（直通） 

http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/05/0514/ondanka/hyousyou/index.html 

神奈川県地球温暖化対策推進条例（平成21年７月17日 公布） 
（顕彰） 
第59条 県は、地球温暖化対策の推進に特に功績があったと認められるもの又は優良な
事例の顕彰に努めるものとする。 

かながわ地球温暖化対策大賞の概要 

第１回 かながわ地球温暖化対策大賞の選考結果 



 

 

 

温室効果ガス削減実績部門・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 
みなとみらいセンタービルの建設                オーディーケー特定目的会社 

 

平成22年５月に竣工した複合業務施設「みなとみらいセンタービル」におい
て、自動追尾方式の太陽光採光装置を導入することにより、オフィスフロアー
共用部中心の吹抜け（エコボイド）を通じて建物内に採光し、昼間照明に用い、
併せてエコボイドを通じた排気システムにより、空調負荷や空調動力、換気設備
の節減を図った。また、高効率照明器具のスケジュール制御や、窓・外壁の遮熱
化・高断熱化、地域冷暖房の導入などの対策を実施するとともに、制振及び免震
構造による建物の長寿命化、緑化によるヒートアイランド対策などを実施した。 
この結果、横浜市建築物環境配慮制度における評価システム「ＣＡＳＢＥＥ
横浜」において、最高のＳランクであった。 

 
ガスエンジンコージェネレーションシステム等の導入       麒麟麦酒株式会社 横浜工場 

 

平成19年度から21年度にかけて、ビール類の製造工程においてガスエンジ
ンコージェネレーションシステムを導入し、工場内で使用する電力の全てを
賄う（余剰電力は外部に販売）とともに、排熱の回収等により高い総合効率
での運転を実現した。また、排水処理工程で発生するバイオガスをガスエン
ジンの燃料等に活用して燃料使用量を削減するなど、複数の対策の連携を行
った。さらに、物流倉庫エリアにおける照明の高効率化等も実施した。 
工場全体で継続的に省エネ活動を行いつつ、これらの対策を講じること

により、３年間で１万トンを超えるＣＯ２削減（２割以上の削減）を達成
した。 

 
桐蔭横浜大学 大学中央棟の建設                       桐蔭横浜大学 

【推薦】清水建設株式会社 
 

平成22年８月に竣工した「大学中央棟」において、中央部を十字に貫く通
路などの採用による自然通風や自然採光、クールピットによる地中熱、井戸水
などを利用して、自然エネルギーの積極的な活用を行った。また、高遮熱断熱
複層ガラスと障子戸を使い「ダブルスキン」の省エネ手法を応用した縁側的回
廊や、屋上緑化庭園などを計画し、建物の断熱性能を向上させ空調負荷の低減
を図るとともに、快適な環境を確保した。さらに、高効率の空調換気システム
や照明システム、使用状況に応じた外気取入量の制御などを導入した。 
この結果、横浜市建築物環境配慮制度における評価システム「ＣＡＳＢＥＥ
横浜」において、最高のＳランクであった。 

 
東京ガス港北ニュータウンビル省エネルギー改修工事           東京ガス株式会社 

 

平成22年度に実施した港北ニュータウンビル（通称：アースポート）の
改修にあたり、太陽熱集熱器・太陽光発電パネルなどの再生可能エネルギ
ー利用設備や、蓄電池・ガスエンジンコージェネレーションシステムなど
の設備を導入し、それらを組み合わせることにより、排熱を効率的に利用
して冷暖房を行う高効率空調システムや、電力の統合制御システムなどを
構築した。 
また、自然採光を活用した照明制御システムを導入した。 
これらの取組により、改修前に比べて約２割のＣＯ２削減効果が得られる

と見込んでいる。 

 
電気自動車（ＥＶ）の率先導入                東京電力株式会社 神奈川支店 

 

運輸部門においてＣＯ２の大幅な削減が期待できる電気自動車（ＥＶ）の普
及促進を図るため、平成32年度末までに、全社で約8,000台ある業務車両のう
ち3,000台をＥＶに転換することを予定している。中でも神奈川支店において
は、ＥＶの市販が開始された平成21年度からの２年間で、合計105台（一部予
定を含む）を県内の事業所に導入し、車両の約１割をガソリン車等から転換す
るなど、全国に先駆けたＥＶ導入実績となっている。 
また、併せて、県内の事業所にある14台のＥＶ用急速充電器を使用実態調査
の目的で「ＥＶサポートクラブ会員」に開放するなど、充電インフラの整備を
はじめとする県内のＥＶ普及促進にも大きく貢献した。 

第１回かながわ地球温暖化対策大賞 受賞者                  <50音順> 



 

 

 

温室効果ガス削減実績部門（つづき）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 
日産自動車グローバル本社の建設                    日産自動車株式会社 

 

平成21年８月に竣工した「グローバル本社」において、建物中央の吹抜け（ボ
イド）や２層吹抜け構造を採用し、自然換気による空調の効率化や、自然採光
の積極的な利用を図った。また、建物の外部には、高断熱複層ガラスや、高層
建築物では類似例がないとされる大型の外装ルーバーを採用した。このルーバ
ーにより太陽熱を反射して、建物表面や地表面の温度を低減しており、空調の
効率化と併せて周辺地域のヒートアイランド対策にも貢献している。さらに、
地域冷暖房の導入や、積極的な屋上緑化、雨水利用設備などの対策を実施した。 
この結果、横浜市建築物環境配慮制度における評価システム「ＣＡＳＢＥＥ
横浜」において、最高のＳランクであった。 

 
ＮＥＣ玉川ソリューションセンターの建設                日本電気株式会社 

 

平成22年５月に竣工したオフィスビル「ＮＥＣ玉川ソリューションセンタ
ー」において、空調・照明などの設備と、自社のＩＣＴ（情報通信技術）の活用
を組み合わせた取組を行った。具体的には、高効率空調機器と併せて、水蓄熱シ
ステムや自然換気システム、風量制御システム等を導入したほか、高効率照明器
具と併せて、人感センサーや昼光センサー等による制御システムを導入した。 
この結果、川崎市建築物環境配慮制度における性能評価システム「ＣＡＳＢ
ＥＥ川崎」において、最高のＳランクであった。また、省エネ型のコンピュー
タの導入やペーパーレス化、遠隔会議の実施など、建築物とオフィスの運用を
組み合わせたＣＯ２削減に、社員が一体となって取り組んでいる。 

 
プロロジスパーク座間Ⅰの建設                    株式会社プロロジス 

 

平成21年５月に竣工した賃貸用物流施設「プロロジスパーク座間Ⅰ」にお
いて、建物の屋上に１MWの太陽光発電パネルを設置し、年間約110万kWh（一般
家庭約300世帯分の年間消費電力に相当）を発電するとともに、ＰＣ（プレキ
ャストコンクリート）免震構造の採用による建物の長寿命化や、外壁の高断熱
化による空調の効率化、高効率照明の導入などを実施した。 
この結果、建築物総合環境性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）において、最
高のＳランクであった。 
なお、当該設備は、県内初のメガソーラー発電（出力１MW以上の太陽光発
電）設備である。 

 
地球にやさしい温浴施設プロジェクト                 万葉倶楽部株式会社 

 

平成20年に「地球にやさしい温浴施設プロジェクト」を立ち上げ、県内
３ヶ所（小田原・秦野・横浜）の温浴施設において、水道・燃料・電気な
どのエネルギー計測システムを導入することにより、お湯の使用状況など
に応じたお湯の生産量の適正化を実施し、給湯にかかるボイラー燃料の削
減を図った。また順次、ボイラーの更新を行うとともに、ボイラーの燃料
転換や台数制御、排熱回収等の対策を併せて実施した。 
組織的なエネルギー管理体制のもと、こうしたプロジェクトを推進した

ことにより、２年間で約２割弱のＣＯ２削減を達成した。 
 

 
冷温水空調蓄熱システムの導入やオゾン殺菌処理技術を活用した雨水の再利用等 

株式会社リガルジョイント 
 

平成20年度に本社工場において、屋根への建材一体型太陽光発電パネル
（約20kW）を設置して自社の電力を賄い、余剰電力はバッテリーに蓄電して、
照明の一部に導入したＬＥＤ照明等に用いている。また、自社の技術による冷
温水空調蓄熱システムを導入して、冷暖房時に生じる排熱を、冷水槽や温水槽
に蓄熱して利用することにより空調を効率化し、年間を通じて電気使用量の削
減を図った。さらに、自社のオゾン殺菌処理技術を活用した雨水貯水設備（約
200トン）を設置し、冷温水空調蓄熱システムやトイレ排水に使用するなど、
複数の対策の連携も行った。 
これらの対策を講じることにより、１割以上のＣＯ２削減を達成した。 

第１回かながわ地球温暖化対策大賞 受賞者 



 

 

 

温室効果ガス削減技術開発部門・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 
太陽光発電を活用した電気自動車用急速充電システムの開発       株式会社アルバック 

【推薦】茅ヶ崎市 
 

平成22年に、太陽光発電パネルを活用した電気自動車（ＥＶ）用急速充電シス
テムを開発した。このシステムは、太陽光発電パネルによる電力を活用し、約25
分でＥＶの容量の約８割を充電できる。また、ＥＶに充電していない時は、他の
設備にも電力を供給することが可能であり、電力の使用量の削減によるＣＯ２の
削減に寄与する。 
このような太陽光発電パネルと電気自動車用急速充電器を組み合わせたシステ
ムの開発は県内初であり、すでに平成22年３月には茅ヶ崎市市営駐車場に導入さ
れるなど、ＥＶの普及に不可欠な充電インフラの整備と、自然エネルギーの普及
に貢献した。 

 
「新型シャフト炉」による低ＣＯ２製鉄技術の開発    ＪＦＥスチール株式会社 東日本製鉄所 

 

東日本製鉄所・京浜地区において、平成20年に稼働した「新型シャフト
炉」の建設において、従来の高炉操業で培った最新センサー技術や排ガス回収
技術等を導入することにより、スクラップというリサイクル資源を高いエネル
ギー効率により再資源化する新たな製鉄技術の開発を行った。「新型シャフト
炉」で銑鉄を生産する際に発生するＣＯ２は、従来の高炉法による製鉄に比べ
て、約半分の量に抑えることができる。 
また、同種の設備としては、国内最大規模であり、既存の高炉と組み合わせ
ることにより、生産量の変動に柔軟な対応が可能となり、ＣＯ２削減にも効果
がある。 

 
「グリーンファーストＬＥＤ－かながわ」の発売     積水ハウス株式会社 神奈川営業本部 

 

平成20年８月に「住宅建設における地球温暖化防止に向けての約束」を
県に提出して以来、「県内の全ての戸建住宅の断熱仕様を次世代省エネル
ギー基準以上にする」など、自主的に、高いレベルの環境配慮型住宅の建
設に努めている。また、平成22年９月からは、太陽光発電パネルと家庭用
燃料電池の搭載、基本照明のＬＥＤ化、電気自動車用充電コンセントの設
置を標準化することにより、大幅なＣＯ２の削減を実現した住宅モデル「グ
リーンファーストＬＥＤ－かながわ」を、全国に先駆けて県内で発売し、
ＣＯ２削減に寄与する環境配慮型の住宅建設において、先進的な取組を行っ
ている。 

 
業界初、白熱球の店頭取扱の中止                     株式会社ノジマ 

 

平成22年２月から、全国の家電量販店で初めて、一般用途の白熱（電）
球の店頭取扱いを中止するとともに、消費電力の少ないＬＥＤ電球や、電
球型蛍光灯を推奨する取組を実施した。 
同社の県内における白熱（電）球の年間販売個数は、約10万個であった

ことから、この取組による年間ＣＯ２削減量は、年間約3,600トンにのぼ
るものと見込まれ、家庭部門におけるＣＯ２削減に貢献している。また、
現時点では他の家電量販店では同様の取組は行われていない。 
 
 

 
省エネと利便性を両立したＲealＧreen ＩＨ定着技術の開発 

富士ゼロックス株式会社 海老名事業所 
 

複写機等における消費電力の約７割を占める定着器（トナーインクを熱で
溶かし、用紙に定着させる装置）の電力消費を削減するため、これまで電磁
誘導加熱が困難であると言われていた銅を薄膜化し、定着ベルトに利用する
ＩＨ定着技術を開発した。この技術を用いることにより、複写機等で従来必
要とされた待機時や節電モード時の予熱を不要とするとともに、従来機種で
20秒程度であった定着器の立ち上げ時間を３秒以内に短縮し、利便性の向上
はもとより、運用時の消費電力とＣＯ２の大幅な削減を図ることが可能な製
品を開発した。 

第１回かながわ地球温暖化対策大賞 受賞者                  <50音順> 

平成23年２月 神奈川県作成 


